
第 次改訂版刊行にあたって

地方公務員昇任試験問題研究会では， 試験に向けた万全の準
備が 冊でできる問題集がほしい という受験者のみなさんの要
望に応えるべく，平成 年に本書初版を刊行いたしました。
それから，早くも 年が経ちました。
これまでの長きにわたり歴代の受験者のみなさんに本書をご利
用いただいたおかげで，これまで 次にわたって改訂をすること
ができましたが，このたび平成 年 月に地方自治法が改正され
たことから，その改正内容を盛り込んで第 次改訂版として刊行
することといたしました。
本書の持つ特徴は次の通りです。
基礎問題から応用問題まで，地方自治法の出題範囲を十分にカ
バーする 問を体系的に並べて収録しています。
各設問には出題頻度ランク順に の三段階の星
印を付けています。時間のないときには，出題頻度の高い設問
順に消化していくのが効率的です。
設問の解答をすぐに確認できるように，表頁に設問 題，後頁
にそれに対応する解説 題を収録しました。
一度当たって解けなかった問題を再度チェックできるように
正解チェック欄 を設けました。繰り返し設問を解く上で日
付を入れるなど進捗管理にもお使いいただけます。
今改訂にあたっては，平成 年公布の地方自治法改正（指定都
市制度の見直し，中核市と特例市制度の統合，連携協約制度と



事務の代替執行制度の創設など），平成 年 月公布の地方自
治法改正（内部統制に関する方針の策定，監査制度の充実強
化，決算不認定の場合の議会への報告規定の整備，長等の損害
賠償責任の見直し等）を随所に盛り込みました。また上記改正
に伴い抜本的に条文が変わったところについては，新規の設問
に差し替えております。
近年の改正については解説中に何年改正のものでどのように改
正があったのか，できる限り説明を加えております。

本書を活用して見事合格を勝ち取られた多くの方々と同じく，
今現在勉強に励まれているみなさんも晴れて合格を手にされるこ
とを祈念いたします。
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法令名略称
憲法 日本国憲法（昭 ）
法，自治法 地方自治法（昭 法 ）
令 地方自治法施行令（昭 政令 ）
法規則 地方自治法施行規則（昭 内務令 ）
行服法 行政不服審査法（平 法 ）
公選法 公職選挙法（昭 法 ）
地公法 地方公務員法（昭 法 ）
地教行法 地方教育行政の組織及び運営に関する法

律（昭 法 ）
地公企法 地方公営企業法（昭 法 ）

条文引用表示
法 条 地方自治法第 条第 項第 号



地方自治に関する次の記述で，妥当なものはどれか。
団体自治とは，一定地域に関する事務はその地域の住民の意思に
よって，自主的に行っていくことをいう。
住民自治とは，国の一定地域に存する地方公共団体が自主的権限
によって，自らの事務を処理することをいう。
憲法 条では，地方公共団体の組織及び運営に関する事項は，地

方自治の本旨に基いて，条例でこれを定めるとし，地方自治の観念
を表明している。
憲法 条では，地方公共団体の自治立法権，自治行政権，自治財

政権を保障しており，地方公共団体の権限と責任で事務を行う自主
性，団体自治の原則が導かれている。
地方公共団体は国から独立した法人として自治権が認められてい
る。この団体自治を具体的に保障しているものとして，住民が地方
公共団体の長・議会の議員等を直接選挙することや，条例の制定・
改廃の請求等の直接請求などがある。

地方公共団体に関する次の記述の中で妥当なものはどれか。
地方公共団体は，普通地方公共団体と特別地方公共団体に区分さ
れる。このうち特別地方公共団体は，特別区，政令指定都市の区，
財産区，全部事務組合，役場事務組合，地方開発事業団などがある。
政令で指定する人口 万人以上の市で一定の要件を満たすものは

特例市として指定都市の事務の一部を処理することができる。
町となる要件は，人口 万人以上，市街地を形成する区域内戸数
が全戸数の 割以上の他，商工業等の従事者と同一世帯人員数が全
人口の 割以上及び都道府県の条例で定める要件を備えていること
である。
特別地方公共団体である特別区は，現在東京都にのみ設置されて
いる。法に即した都道府県の名称変更の手続によって，新たに都制
度，特別区の設置は可能である。
指定都市は，市長の権限に属する事務のうち特定の区の区域内に
関するものを総合区長に執行されるため，条例で総合区を設けること
ができる。総合区長の任期は 年で，市長の任命によって就任する。

地方公共団体の種類地方公共団体の種類

地方自治の意義地方自治の意義



住民自治の説明である。
団体自治の説明である。
憲法 条。条例ではなく法律である。これを受けて地方自治

法などが制定されている。
地方公共団体は，その財産を管理し，事務を処理し，及び行

政を執行する権能を有し，法律の範囲内で条例を制定することがで
きる（憲法 条）。

長・議員等の直接選挙，直接請求は住民自治の具現化であ
る。

正 解

政令指定都市の行政区は独立の法人格をもっていない（法
条の ）。地方公共団体の自由度の拡大を図るための措置によっ

て，特別地方公共団体のうち，全部事務組合，役場事務組合，地方
開発事業団は廃止された（平成 年自治法改正前の法 条の ，
及び法 条）。
これは中核市の指定要件である（法 条の ）。特例市制

度は廃止されている。
これは市の要件である。町は都道府県の条例で定める要件を

備えていることが唯一の要件である（法 条 ）。
都制度の中の区を特別区というとされており，法律で都制

度・特別区の設置はできる（令 条，大都市地域における特別区
の設置に関する法律）。

総合区長は，市長が議会の同意を得て選任する（法 条の
の ， ）。
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地方自治法の記述で，妥当なものはどれか。
特別区は，憲法上の普通地方公共団体として地方自治法の条文に
明確に位置づけられている。
国と地方自治体の上下関係の構造がなくなり対等となったことに
より，国の法令と自治体の条例における優劣関係はない。
国の役割は，国際社会における国家の存立に係る事務，全国的に
統一して定めることが望ましい国民の諸活動若しくは地方自治に関
する基本的な準則に関する事務又は全国的な規模，視点に立って行
われる施策，事業を重点的に担うこととされている。
住民に身近な行政はできるだけ地方公共団体にゆだねることを基
本として，国と地方公共団体の役割分担の適正化を規定した。都道
府県は，基礎的な自治体として，その規模・能力に応じて事務を処
理することとされている。
地方公共団体が自主性，自立性を発揮し易いように，都道府県が
市町村，特別区に対して有していた指揮監督権限はすべて廃止され
ている。

地方自治法の記述で，妥当なものはどれか。
国・都道府県は，市町村が行う自治事務と法定受託事務に関し
て，全く同等に関与することができる。
地方公共団体に対する国の関与等に係る係争について，公平・中
立の立場から審査し，勧告を行う機関として国地方係争処理委員会
が総務省におかれる。
国と地方の間の係争処理について，地方公共団体は国地方係争処
理委員会に審査を申し出るか訴訟を起こすか選択をすることができ
る。
普通地方公共団体相互の紛争の調停，市町村に対する都道府県の
関与について市町村に不服があるときの審査等を自治紛争処理委員
が行う。自治紛争処理委員は総務省に常勤する国家公務員として一
人で審理にあたる。
自治紛争処理委員の審査に不服がある市町村長等は，都道府県の
行政庁等を被告として，違法な関与の取消し等を求める訴訟を，最
高裁判所に対して提起することができる。
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